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補 足 説 明 事 項 

 

物件調書の補足説明事項 

 

 所 在 地  

１ 所在地は、物件の登記事項証明書に表示されている所在地番を記載しています。 

 

 

 現 況 地目及び面積 等  

１ 現況地目 

現況地目は、登記事項証明書に表示されている地目ではなく、その物件の現況の地目

を記載しています。 

 

２ 面積 

土地の面積については、登記事項証明書に表示されている面積を記載しています。 

 

 

 接 面 道 路 の 状 況  

１ 本物件調書においては、物件に接面する通行の用に供されているもののうち、道路法

または建築基準法上の道路及び公共団体管理道路を、接面道路として記載しています。 

 

２ 本物件調書における「建築基準法上の道路」とは、建築基準法（第３章都市計画区域

等における建築物の敷地、構造、建築設備及び用途）第４２条第１項各号に該当する幅

員４ｍ（特定行政庁がその地方の気候若しくは風土の特殊性または土地の状況により必

要と認めて都市計画地方審議会の議を経て指定する区域内においては、６ｍ。第２項及

び第３項において同じ。）以上のものをいいます。 

なお、都市計画区域及び準都市計画区域内で建築物を建築する場合は、物件が建築基

準法第４２条に規定する道路に２ｍ以上接しなければなりません。 

本物件調書における建築基準法上の道路には、以下のものがあります。 

 

（１）建築基準法第４２条第１項第１号道路 

道路法による道路。 

 

（２）建築基準法第４２条第１項第２号道路 

都市計画法、土地区画整理法、旧住宅地造成事業に関する法律、都市再開発法、

新都市基盤整備法または大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する

特別措置法により整備された道路。 

 

（３）建築基準法第４２条第１項第３号道路 
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建築基準法第３章の規定が適用されるに至った際、現に存在する道。 

 

（４）建築基準法第４２条第１項第４号道路 

道路法、都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、新都市基盤整備法または

大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法による新設ま

たは変更の事業計画のある道路で、２年以内にその事業が執行される予定のものと

して特定行政庁が指定したもの。 

 

（５）建築基準法第４２条第１項第５号道路（位置指定道路） 

土地を建築物の敷地として利用するため、道路法、都市計画法、土地区画整理法、

都市再開発法、新都市基盤整備法または大都市地域における住宅及び住宅地の供給

の促進に関する特別措置法によらないで築造する政令で定める基準に適合する道で、

これを築造しようとする者が特定行政庁からその位置の指定を受けたもの。 

 

（６）建築基準法第４２条第２項道路（みなし道路） 

建築基準法第３章の規定が適用されるに至った際、現に建築物が立ち並んでいる

幅員４ｍ未満の道で、特定行政庁の指定したものは、本条第１項の規定にかかわら

ず、同項の道路とみなし、その中心線からの水平距離２ｍ（第１項の規定により指

定された区域内においては３ｍ）の線をその道路の境界線とみなします。 

ただし、当該道路がその中心線からの水平距離２ｍ未満でがけ地、川、線路敷地

その他これらに類するものに沿う場合においては、当該がけ地等の道の側の境界線

及びその境界線から道の側に水平距離４ｍ（または６ｍ）の線をその道路の境界線

とみなします。 

 

（７）建築基準法第４２条第３項道路 

土地の状況によりやむを得ない場合において、特定行政庁は、建築基準法第４２

条第２項道路の境界線の位置を、中心線からの水平距離については1.35ｍ以上２ｍ

（本条第１項の規定により指定された区域内においては３ｍ）未満の範囲内におい

て、別に指定することができます。 

また、本条第２項に規定するがけ地等の境界線からの水平距離については、2.7ｍ

以上４ｍ（本条第１項の規定により指定された区域内においては６ｍ）未満の範囲

内において、別に指定することができます。 

 

（８）建築基準法外道路 

建築基準法第４２条に規定する道路以外の道路。 

物件がこの道路にのみ接している場合、原則として建物建築はできません。 

 

※調書「接面道路の状況」欄では「建築基準法」を省略して「法」と記載しています。 

 

例：「法第４２条第１項第１号道路」 



- 7 - 

 

…建築基準法第４２条第１項第１号道路を指します。 

：「法外道路」 

…建築基準法に該当しない道路を指します。 

 

 

 法 令 に 基 づ く 制 限  

１ 都市計画法・建築基準法 

「都市計画区域内（非線引）」は、都市計画区域において、市街化・市街化調整区域の

別が定められていない区域をいいます。 

 

（１）用途地域 

都市計画法で定められた物件の用途地域を記載しています。 

用途地域は大きく分けて、住居系、商業系、工業系の３つに分けられ、これらの

中から、その地域にふさわしいものが定められています。 

（都市計画法第８条①） 

①用途規制 

建築基準法では、それぞれの用途地域で建築できる建築物を制限しています。 

（建築基準法第４８条） 

用途地域 建築してはならない建築物 

住 
 

居 
 

系 

第 一 種 低 層 

住 居 専 用 地 域 

住宅・店舗兼用住宅・小・中・高等学校・図書館・公衆浴場・診療

所・老人ホーム・その他公益上必要な建築物等以外のもの 

第 二 種 低 層 

住 居 専 用 地 域 
第一種低層住居専用地域適格建物・一定の店舗等以外のもの 

第 一 種 中 高 層 

住 居 専 用 地 域 

第二種低層住居専用地域適格建築物・大学・病院・老人福祉センタ

ー・一定の店舗及び自動車車庫等以外のもの 

第 二 種 中 高 層 

住 居 専 用 地 域 

工場・倉庫業用倉庫・劇場・映画館・料理店・キャバレー・パチン

コ店・麻雀店・ホテル・旅館・ボウリング場・自動車教習所・カラ

オケボックス・個室付浴場等 

第一種住居地域 
第二種住居地域不適格建築物・パチンコ店・麻雀店・カラオケボッ

クス等 

第二種住居地域 

一定の工場及び作業場・一定の危険物の貯蔵または処理施設・劇場・

映画館・料理店・キャバレー・ナイトクラブ・個室付浴場・倉庫業

用倉庫・一定規模以上の自動車車庫等 

準 住 居 地 域 
近隣商業地域不適格建築物・一定の工場及び作業場・一定の危険物

の貯蔵または処理施設・一定の劇場・一定の映画館等 

田 園 住 居 地 域 

第一種低層住居専用地域適格建物・農業生産に関する建築物等及び

一定の店舗や飲食店等（農産物の販売を主たる目的とする店舗等）

以外のもの 

商
業
系 

近 隣 商 業 地 域 
商業地域不適格建築物・料理店・キャバレー・ナイトクラブ・個室

付浴場等 

商 業 地 域 
一定の危険物の貯蔵または処理施設・一定の工場（騒音、火災、 

危険等のおそれがやや多いもの）等 
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工
業
系 

準 工 業 地 域 
一定の危険物の貯蔵または処理施設・一定の工場（騒音、火災、危

険等の著しいもの）・個室付浴場等 

工 業 地 域 
ホテル・旅館・料理店・キャバレー・個室付浴場・劇場・映画館・

学校・病院等 

工 業 専 用 地 域 
工業地域不適格建築物・住宅・店舗・飲食店・図書館・ボウリング

場・パチンコ店・麻雀店・スケート場・老人ホーム等 

 

②第一種・第二種低層住居専用地域における制限 

（ア）建築物の高さの制限 

第一種・第二種低層住居専用地域・田園住居地域においては、原則として、建

築物の高さが10ｍまたは12ｍまでに制限されています。 

（10ｍまたは12ｍのいずれかについては都市計画で定められます。） 

（都市計画法第８条③、建築基準法第５５条） 

 

（イ）外壁の後退距離 

第一種・第二種低層住居専用地域・田園住居地域においては、必要に応じて、

建築物の外壁またはこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距離の限度（1.5

ｍまたは１ｍ）が定められる場合があります。 

（1.5ｍまたは１ｍのいずれかについては都市計画で定められます。） 

（都市計画法第８条③、建築基準法第５４条） 

 

③建築物の敷地面積 

用途地域においては、必要に応じて、建築物の敷地面積の最低限度が200 ㎡以内の

範囲で定められる場合があります。 

（最低限度の数値については都市計画で定められます。） 

（都市計画法第８条③、建築基準法第５３条の２） 

 

④建築物の各部分の高さ 

（ア）道路斜線制限 

都市計画区域内の全ての地域において、建築物の建築にあたっては、前面道路

の反対側の境界線から、建築物の敷地の上空に向かって用途地域別に定められた

勾配の斜線で引かれた範囲内で建築しなければなりません。 

（建築基準法第５６条） 

 

（イ）隣地斜線制限 

第一種・第二種低層住居専用地域及び田園住居地域以外の都市計画区域内にお

いては、同様に、上方の空間を確保するため、隣地境界線における一定の斜線の範

囲内で建築しなければなりません。 

（建築基準法第５６条） 
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（ウ）北側斜線制限 

第一種・第二種低層住居専用地域及び第一種・第二種中高層住居専用地域（第

一種・第二種中高層住居専用地域においては日影規制の対象地を除く）において

は、同様に、隣地の南側の敷地の日照・採光・通風等を保護するため、敷地北側

境界線における一定の斜線の範囲内で建築しなければなりません。 

（建築基準法第５６条） 

 

⑤日影による中高層の建築物の高さの制限（日影規制） 

商業地域・工業地域・工業専用地域を除く都市計画区域のうち、地方公共団体が条

例で定める一定の区域においては、一定規模以上の建築物の建築にあたって、周辺敷

地の日照を保護するため、建築物の高さが制限されます。 

なお、日影規制の適用対象区域外においても、一定規模以上の建築物で、冬至日に

おいて日影規制の適用対象区域内に日影を生じさせるものは、適用対象区域内にある

建築物とみなされ、規制の対象となります。 

（建築基準法第５６条の２） 

 

（２）地域・地区 

物件が都市計画法及び建築基準法で定められた地域・地区等に所在する場合に記

載しています。 

開発・造成・建築等の制限については「その他」欄に記載しています。 

ただし、用途地域、高度地区、防火地域・準防火地域については、それぞれ別欄

に記載しています。 

（都市計画法第８条①・第１２条の４、建築基準法第６９条） 

 

 ①特定用途制限地域 

   用途地域が定められていない土地の区域内において、その良好な環境の形成または

保持のため、当該地域の特性に応じて合理的な土地利用が行われるよう、制限すべき

特定の建築物等の用途の概要を定める地域とする。 

 

（３）建ぺい率 

建築基準法で定められた建ぺい率を記載しています。 

（建築基準法第５３条） 

 

（４）容積率 

建築基準法で定められた容積率を記載しています。 

（建築基準法第５２条） 

 

・「地区計画等による制限あり」 

物件が都市計画法等で定められた地区計画（地域・地区・区域）等に所在することに

より制限される建ぺい率・容積率と、建築基準法で定められた建ぺい率・容積率（物件
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調書の「建ぺい率」「容積率」欄に記載している建ぺい率・容積率）をそれぞれ比較し、

小さい方の数値がその物件の建ぺい率・容積率の上限となります。なお、地区計画等の

詳細については、関係各機関にご照会ください。 

 

例)…○○地区計画、○○風致地区、○○区環状○号線沿道地区計画等 

 

・「道路幅員による制限あり」 

物件の前面道路の幅員が12ｍ未満の場合において、次に掲げる数値（①または②）を

物件の指定容積率（物件調書の「容積率」欄に記載している容積率）と比較し、小さい

方の数値が、物件の基準容積率（容積率の上限）となります。 

 

① 用途地域が、第一・二種低層住居専用地域、田園住居地域、第一・二種中高層住居専

用地域、第一・二種住居地域、準住居地域及び特定行政庁が都道府県都市計画地方審議

会の議を経て指定する区域のいずれかの場合 

前面道路の幅員（単位：メートル）に4/10 を乗じたもの 

 

② 用途地域が上記以外の場合及び都市計画区域で用途地域の指定のない区域 

前面道路の幅員（単位：メートル）に6/10 を乗じたもの 

物件が複数の道路に接している場合は、最も幅員の広い道路を前面道路として計算し

ます。 

また、幅員が４ｍ未満の場合は、幅員４ｍとして計算します。 

ただし、前面道路の幅員が12ｍ未満の場合でも、接道の状況により上記容積率の制限

が緩和される場合がありますので、関係各機関にご照会ください。 

 

計算例 第一種住居地域で指定容積率が200％、前面道路の幅員が４ｍの場合 

４ｍ（前面道路の幅員）×4/10＝160％ 

200％＞160％ → 基準容積率160％ 

 

（５）高度制限 

①第○種高度地区・最高限高度地区・最低限高度地区 

高度地区とは、都市計画で定められた用途地域内において市街地の環境を維持し、

または土地利用の増進を図るために、建築物の高さの最高限度または最低限度が定め

られる地区です。 

②最低限高度地区（○ｍ以上） 

最低限高度地区で建築物の高さを○ｍ以上にしなければならない場合に記載してい

ます。 

（都市計画法第８条、建築基準法第５８条） 

 

（６）防火指定 

市街化区域の防災を図るため防火地域及び準防火地域が定められ、建築物の構造
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や規模について規制がなされています。 

地域 建築物の用途・規模・構造 要求される構造 

防 火 地 域 

階数３以上または延べ面積 100 ㎡を超える

場合 
耐火建築物 

その他の建築物 耐火または準耐火建築物 

準防火地域 

階数４以上（除く地階）または延面積が1,500 

㎡超の場合 
耐火建築物 

延面積が500 ㎡を超え、1,500 ㎡以下の建

築物 
耐火または準耐火建築物 

階数３（除く地階）の場合 耐火または準耐火建築物 

政令で定める技術的基準に適

合する建築物 

（延面積500㎡以下） 

木造の建築物 

（都市計画法第８条①５、建築基準法第６１条・第６２条） 

 

２「その他」 

この欄では、各物件の造成・開発・建物の建築等に制限が課される場合、その適用法

令等を記載しています。 

なお、詳細については、関係各機関にご照会ください。 

 

・建築基準法第27 条（耐火建築物等としなければならない特殊建築物） 

特殊建築物は、その主要構造部を当該特殊建築物に存する者の全てが当該特殊建築物

から地上までの避難を終了するまでの間、通常の火災による建築物の倒壊及び延焼を防

止するために主要構造部に必要とされる性能に関して政令で定める技術的基準に適合

するもので、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受

けたものとし、かつ、その外壁の開口部であって建築物の他の部分から当該開口部へ延

焼するおそれがあるものとして政令で定めるものに、防火戸その他の政令で定める防火

設備を設けなければなりません。 

 

 

 供給処理施設の概要  

１ 配管等の状況 

接面している道路上に使用可能な配線・配管がある場合に「有」と記載しています。 

なお、電気については接面道路に配線がない場合でも、引込可能である場合には「有」

と記載しています。 

 

２ 施設整備状況 

（１） 「浄化槽設置要」とは、公共下水道処理区域外である場合及び公共下水道の接面

道路配管がない場合で、浄化槽の設置が必要である場合に記載しています。「浄化槽

設置不可」とは、地域によって浄化槽による処理が認められない場合や、放流先が

なく汲み取りでの処理となる場合等に記載しています。また、「浄化槽設置可」とは、
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浄化槽を設置することもできるが、浄化槽以外の処理方法も選択可能な場合に記載

しています。 

    なお、浄化槽の設置ができない下水道区域内においても、勾配や延長等の技術的

要素や今後の下水道の整備予定の有無により、浄化槽設置が必要となる場合があり

ます。 

 

（２） 「プロパンガス集中配管有」とは、都市ガス配管がない場合で、使用可能なプロ

パンガスの集中配管がある場合に記載しています。 

 

３ 施設整備の特別負担の有無 

通常の加入金以外に特別な負担金が必要な場合には「有」と記載しています。また、

施設整備予定時期が判明しており、その際特別負担金が発生する場合にも「有」と記載

しています。 

なお、配管位置・深さ等詳細については、関係各事業所・各地方公共団体にご照会下

さい。 

 

 

 交 通 機 関  

１ 鉄道・地下鉄・バス等、物件からの最寄り駅・バス停を記載しています。 

 

２ 物件の周辺に複数の駅等が存在する場合は、最も利便性の高い駅等を記載しています。 

 

３ 物件から最寄り駅までの「徒歩による時間」が21 分（道路距離80ｍについて１分間

を要するものとして算出）以上の場合は、物件の最寄りのバス停を記載しています。 

また、「徒歩による時間」が31 分以上の場合には「徒歩による時間」は記載していま

せん。 

 

 

 公 共 施 設  

１ 小学校・中学校は、物件が属する学区の公立校名を記載しています。 

 

 

 そ の 他  

  物件調書は、入札参加者が物件の概要を把握するための参考資料ですので、必ず入札

参加者ご自身において、現地の調査・確認を行ってください。 

  また、各法令等について本売却物件の取得後の使用目的、用途により各法令等の制限

が生じる場合がありますので、必ず調査・確認を行ってください。 


